2013年　 月　 日　
厚生労働大臣　 　田村　憲久　 様
労働政策審議会会長　 諏訪　康雄　 様

雇用均等分科会会長　 林　 紀 子　 様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
男女雇用機会均等法の実効ある改正を求める要請

　労働者の雇用の安定および福祉の向上にむけてご奮闘されておられることに敬意を表します。
　2012年度の世界ジェンダー格差指数（GGGI、世界経済フォーラム発表）によれば、日本は135か国中101位と、前年からさらに3位順位が下がりました。女性の管理職比率は低く、雇用管理区分や転勤などを踏み絵にした女性差別が温存されています。女性労働者の2人に1人が非正規労働におきかえられ、国税庁の民間給与実態調査では女性は年収200万円以下が43.2％となっており、女性の貧困化は深刻です。
　国連女性差別撤廃委員会もこうした状況を問題視し、行政指針における『雇用管理区分』が女性を差別するコース別人事制度を取りいれる余地を与え得ること、フルタイム労働者の時間当たり賃金の男女格差が非常に大きく、パートタイム労働者ではこれよりさらに大きいという状態が根強く続いていること、パートタイム労働者及び有期雇用労働者には女性が圧倒的に多いことに懸念を表明しています。

　現在、男女雇用機会均等法の見直し論議がすすめられていますが、こうした女性労働者の実態を直視し、男女ともに仕事と生活を両立させ人間らしく働けるよう、国際的な到達点を踏まえた実効ある改正を求めます。下記の事項について改正されるよう強く要請いたします。

記

1. 名称を「男女雇用平等法」に変え、合理的理由のない全ての差別を禁止する法律に改めること。「仕事と生活の調和」を理念に盛り込むこと。
2. 差別をなくす実効性を確保するため、以下の内容を含む改正とすること。
　①事業主に差別でない立証責任を課し、罰則を強化すること。

　②差別の禁止事項に賃金も加えること。

③間接差別の定義を見直し、省令による限定列挙を止め、例示列挙とすること。また、現行指針の「雇用管理区分」については削除すること。
　④妊娠出産に対する不利益とりあつかい禁止の実効性の確保をはかること。
⑤ポジィティブ・アクションについて、従来の｢努力義務｣から「義務」規定とし、国と事業主が具体的計画を実施するものとすること。
　⑥差別救済のために、「問題解決委員会」の設置を事業主に義務づけること。
⑦行政による救済権限を強化拡充すること。
　⑧国家公務員や地方公務員についても適用対象とすること。
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